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【論点４】報酬下限額の設定に関する補足資料 
 

１ 所定内給与額（30人以上規模事業所）の推移      （単位：円/月） 

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査年報」(H21～H29) 

２ 最低賃金額の推移     （単位：円/月） 

 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

岩

手

時間額 631 644 645 653 665 678 695 716 738 762 

対前年上昇率 － 2.06% 0.16% 1.24% 1.84% 1.95% 2.51% 3.02% 3.07% 3.25% 

全

国 

時間額 713 730 737 749 764 780 798 823 848 874 

対前年上昇率 － 2.38% 0.96% 1.63% 2.00% 2.09% 2.31% 3.13% 3.04% 3.07% 

出典：岩手労働局報道発表資料より雇用対策・労働室において作成 

３ 設計労務単価の推移     （単位：円/月） 

  H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 

岩

手

普通作業員 12,500 12,100 11,800 11,800 15,100 16,100 16,400 17,500 17,700 18,300 

軽作業員 9,100 8,900 8,700 8,700 11,000 11,800 12,000 12,900 13,000 13,500 

出典：国土交通省発表資料より雇用対策・労働室において作成 

４ 賃金額の考え方について 

 (1) 県が締結する契約に関する条例の規定について 

県が締結する契約に関する条例の第８条において、報告を求めている賃金の範囲は下図③

対象額のとおり。 

 

  

賃金の構成 

 

①賃金総額 

③対象額 

定期給与 

臨時の賃金 
（結婚手当など） 

賞与など 

②対象外 

②対象外 

所定内給与 基本給 

諸手当 

精皆勤手当 

家族手当 

通勤手当 

深夜勤務手当 

時間外勤務手当 

休日出勤手当 

所定外給与 

②対象外 

②対象外 

 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

産業計 220,536 221,714 221,013 222,034 224,351 225,569 218,064 221,642 220,544 

建設業 344,437 337,329 － 261,436 279,635 284,778 241,786 240,578 239,373 

資料３－４ 

論点４関連 
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(2) 国の毎月勤労統計調査について 

 「所定内給与」とは、きまって支給する給与のうち所定外労働給与以外のものをいう。 

 「きまって支給する給与」（定期給与）とは、労働契約、団体協約あるいは事業所の給

与規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される給

与のことであって、所定外労働給与を含む。 

 「所定外給与」（超過労働給与）とは、所定の労働時間を超える労働に対して支給さ

れる給与や、休日労働、深夜労働に対して支給される給与のことであり、時間外手当、

早朝出勤手当、休日出勤手当、深夜手当等である。 

 「現金給与総額」とは、「きまって支給する給与」と「特別に支払われた給与」との

合計額であり、所得税、社会保険料、組合費、購買代金等を差し引く以前の総額のこと

である。 

 

(3) 公共工事設計労務単価について 

 公共工事設計労務単価とは、国土交通省が建設労働者等に対する賃金支払実態を毎年

度調査し、決定しているものである。 

 公共工事設計労務単価は、下記の通り。 

 なお、公共工事設計労務単価は、公共工事の工事費の積算に用いるためのものであり、

下請負契約等における労務単価や雇用契約における労働者への支払賃金を拘束するも

のではないこと。 
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５ 地域の産業構造や賃金水準の実態把握について 

 

出典：平成 27 年度岩手県市町村民経済計算年報（平成 30 年 4 月公表）より抜粋 
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６ 公契約条例制定自治体における報酬下限額の設定状況について 

 (1) 類型別公契約条例の制定状況 

 

 (2) 公契約条例制定自治体における報酬下限額の設定状況について（類型別）  

類型①：受注者である民間企業等に対し、一定額以上の賃金の支払いを条例中で直接的に

義務付けるもの。 

自治体 条例名称 工事請負契約 業務委託契約・指定管理 

千葉県野田市 
野田市公契約条例 

（平成21年9月30日公布） 

公共工事設計労務単価

の 85%を勘案して決定

される額 

建築保全業務労務単価の

80％、市の発注実績、市職

員給与等を勘案して得た額 

東京都渋谷区 
渋谷区公契約条例 

（平成24年6月22日公布） 

公共工事設計労務単価

及び職員給与条例に定

められた額を勘案して

決定される額（平成 30

年度は平成 30 年度の

公共工事設計労務単価

の 90%） 

職員給与条例に定められた

額を勘案して得た額 

東京都目黒区 
目黒区公契約条例 

（平成29年12月7日公布） 

公共工事設計労務単価

を観念して決定される

額 

職員給与条例に定められた

額を勘案して得た額 
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東京都日野市 
日野市公契約条例 

（平成30年3月31日公布） 

最低賃金額、公共工事設計労務単価、建築保全業務労

務単価、市に勤務する臨時職員の賃金単価等を勘案し

て得た額 

東京都日野市 

類型②：受注者である民間企業等に対し、一定額以上の賃金の支払いを求める条項を、発注

契約に含めることを定めるもの。 

自治体 条例名称 工事請負契約 業務委託契約・指定管理 

神奈川県川崎市 

（改正）川崎市契約条例 

（昭和 39 年 3 月 30 日） 

（改正 平成 22 年 12 月 21

日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度公共工事設計

労務単価の約 90%) 

地域別最低賃金額を勘案

して得た額 

東京都多摩市 
多摩市公契約条例 

（平成 23 年 12 月 22 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成29年度公共工事設計

労務単価の約 90%) 

当該業務の標準的な賃金

と認められる額（当面の

間、生活保護水準を下回

らない額を勘案して決定

される額） 

神奈川県相模原市 
相模原市公契約条例 

（平成 23 年 12 月 26 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度公共工事設計

労務単価の約 90%) 

地域別最低賃金等を勘案

して得た額 

高知県高知市 

高知市公共調達条例 

（平成 24 年 1 月 1 日） 

（改正 平成 26 年 9 月 26

日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額 

高知市の生活保護水準を

勘案して得た額 

東京都国分寺市 
国分寺市公共調達条例 

（平成 24 年 6 月 28 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度公共工事設計

労務単価の 90%) 

当該業務の標準的な賃金

と認められる額（厚生労

働省「賃金構造基本統計

調査」を参照）を勘案し

て得た額 

神奈川県厚木市 
厚木市公契約条例 

（平成 24 年 12 月 25 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度公共工事設計

労務単価の 90%) 

地域別最低賃金額その他

公的機関が定める労務単

価の基準を勘案して得た

額 
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東京都足立区 
足立区公契約条例 

（平成 25 年 9 月 30 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成29年度公共工事設計

労務単価の 90%) 

建築保全業務労務単価、

生活保護水準、区の臨時

職員の賃金単価等を勘案

して得た額 

福岡県直方市 
直方市公契約条例 

（平成 25 年 12 月 20 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度公共工事設計

労務単価の 80%) 

直方市行政職給料表1級5

号給を下回らない額 

東京都千代田区 
千代田区公契約条例 

（平成 26 年 3 月 20 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度の公共工事設

計労務単価の 86%) 

公的機関の指標等を勘案

して得た額 

兵庫県三木市 
三木市公契約条例 

（平成 26 年 3 月 31 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度の公共工事設

計労務単価の 90%) 

地域別最低賃金額、その

他公的機関が定める労務

単価基準及びを勘案して

得た額 

埼玉県草加市 
草加市公契約基本条例 

（平成 26 年 9 月 17 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成29年度公共工事設計

労務単価の 90%) 

地域別最低賃金等を勘案

して得た額 

東京都世田谷区 
世田谷区公契約条例 

（平成 26 年 9 月 30 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成29年度公共工事設計

労務単価の 85%) 

区職員（高卒初任給）、

地域別最低賃金等を勘案

して得た額 

千葉県我孫子市 
我孫子市公契約条例 

（平成 27 年 3 月 24 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成29年度公共工事設計

労務単価の 80%) 

我孫子市臨時的任用職員

取扱要綱に定める事務補

佐員の時間給の額、地域

別最低賃金等を勘案して

得た額 

兵庫県加西市 
加西市公契約条例 

（平成 27 年 3 月 25 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度公共工事設計

労務単価の 90%) 

職員給与規則、市内の同

種の労働者の賃金等を勘

案して得た額 
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兵庫県加東市 

加東市工事等の契約に係る

労働環境の適正化に関する

条例 

（平成 27 年 7 月 1 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度公共工事設計

労務単価の 90%) 

地域別最低賃金、その他

公的機関が定める労務単

価の基準、市職員の給料

単価等を勘案して得た額 

愛知県豊橋市 
豊橋市公契約条例 

（平成 27 年 12 月 17 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度公共工事設計

労務単価の 77%) 

地域別最低賃金、その他

公的機関が定める労務単

価の基準等を勘案して得

た額 

埼玉県越谷市 
越谷市公契約条例 

（平成 28 年 12 月 22 日） 

公共工事設計労務単価

を勘案して決定される

額（平成 30 年度は、平

成30年度公共工事設計

労務単価の 90%) 

地域別最低賃金、生活保

護水準、その他公的機関

が定める労務単価の基準

等を勘案して得た額 

千葉県野田市 
野田市公契約条例 

（平成 21年 9月 30 日公布） 

公共工事設計労務単価

の 85%を勘案して決定

される額 

建築保全業務労務単価の

80％、市の発注実績、市

職員給与等を勘案して得

た額 

東京都渋谷区 
渋谷区公契約条例 

（平成 24年 6月 22 日公布） 

公共工事設計労務単価

及び職員給与条例に定

められた額を勘案して

決定される額（平成 30

年度は平成30年度の公

共工事設計労務単価の

90%） 

職員給与条例に定められ

た額を勘案して得た額 

東京都目黒区 
目黒区公契約条例 

（平成 29年 12 月 7日公布） 

公共工事設計労務単価

を観念して決定される

額 

職員給与条例に定められ

た額を勘案して得た額 

東京都日野市 
日野市公契約条例 

（平成 30年 3月 31 日公布） 

最低賃金額、公共工事

設計労務単価、建築保

全業務労務単価、市に

勤務する臨時職員の賃

金単価等を勘案して得

た額 

東京都日野市 

出典：国立国会図書館 調査及び立法考査局 

「公契約条例の現状－制定状況、規定内容の概要－（資料）」より抜粋 

 


